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相互依存の構図と相克の論理
一世界経済の現状認識をふまえて一
町　　田　　実
は　　じ　め　　に
　ソ連の学着エム・マキシーそヴァ（M1．MAKCHMOBA）は，20棋紀後半，と
りわげ最後の三分の一世紀の世界経済発展上のもっとも重要な特徴の一つは，
諾国民の生活，人類の運命，国際関係の体制全体に対する，いわゆるグローバ
ル問題であるとし，杜会諸過程と真に全世界的な性格の諸現象の影響が，ます
ます際立ってきていることを強調した。ωその背景にあるのは，もちろん，杜
会体制の対立する国をふくめて，世界の諸地域，いろいろ次国家の人民の相互
遵関と相互作用の強化であり，世界の生産諸力の巨犬た発展とそれにともなう
議国の政治経済の対立と抗争，相互利益のための協カと協調のダイヤグラムな
のである。
　事実，1970年代央以降経済的渥乱と国際的な政治緊張の前に全世界的な不吉
な暗雲がただよい始めているが，他方では国際秩序再編への波動が顕在化して
きている。戦後世界経済をささえてきたIMF，GATT体制に体現された無差
別自由の貿易原理の後退一いわゆるブレトン・ウッズ体制の崩壊と石油危機
の発生にもかかわらず，世界経済における相亙依存はむしろ深化し，国際的政
治経済関係は複雑化した。その結果，世界の諸国は従来の枠組の中で自国中心
の対外政策，経済政策を勝手に打ち出すことが困難となりてきねこのことは
世界経済の異常なまでの不況局面の中でなおカタスト艀一フをまぬがれ，国際
　2
秩序再編への努力を継続しえている重要な要因であろう。
　r現在の合言葉は複雑さと相互依存であり，あらゆる領域で新たな複雑さ
　　より正確には新たに感知された複雑さ一が一般に行き渡っている態度や
行動様式や管理手段に内在する重大な欠陥と危険をあぼき出した。すべての国
の経済繁栄は，今や，相互利益のために諸戦略の協力と協調を命令することと
非常に固く結びついているように思われる。」②これは，国連軍縮閲題専門家グ
ループによる「報告書」の言葉であるが，軍縮と第三世界の開発との因果関係
について無関係ではないことを明示しているばかりでなく，諾国の繁栄と相互
の協力と協調のもつ意義を強調していることは注目されよう。
　宇宙時代といわれ，地球が極度に狭小化し運輸通信の世界的普及によりコミ
ュニケーションの時間的短縮カミ目常化した現在，なぜに，世界の諸国は経済摩
擦に明け暮れ，戦争の脅威におののかなければたらないのか。経済の政治化と
政治の経済化が常識化した現在だが，ありべき世界の政治経済の道は何かを考
えつつ，ここでは相互依存のもつ意味とその内実をさぐり，経済的相互依存と
現実の相克する資本の論理との関連を分析し，80年代の世界経済再編の方途を
さぐる一助ともなればと思う。
注（1）エム・マキシーモヴァ「世界発展上のグローバル間題」（国際関係研究所訳編「世
　　界経済と禺際関係」第54集所蚊）
　（2）国違軍縮問題専門家グループ報告書「軍縮と開発の関係についての研究」（r世界
　　週幸瞳」　1982幸F碧〒牟享号所功叉）
1　最近の世界経済にみる相互依存関係の深化
　第二次世界大戦後の世界経済は巨大な生産力を蓄積したアメリカによる対ヨ
ーロッバ援助政策を起動力として出発し，ヨーロヅパの復興にともなう工業諸
国間の水平分業を特徴として展開された。その間技術革新の進展ば，アメリカ
から西欧諾国や日本への技術移転を通じ，諸国の生産力を急激に増大させ，工
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業議禺聞の貿易拡大をもたらすとともに，貿易依存度を急上昇させ諸国間の相
互依存関係を深化させた。それは主として重化学工業化にそった資本財と耐久
消費財を内容とするものであったが，1960年代を通じ，先進諸国間における同
一産業部門内都の部品ごとの，加工段階ごとの産業内分業の発展を内実とする
ものであった。ωやがて，1960年代以降になると成熟による飽和状態となった
アメリカ資本の怒濤のような対外直接投資を呼びおこし生産の国際化時代を迎
えた。他方，国際政治の面では多数の新生独立国家の登場により第三世界が出
現し，資本主義諸国閲の相互依存と異質な諸国経済との複合的発展の時代とた
った。それはまた東西関係のデタント時代と重なってくるのである。
　1）70年代における世界貿易の構造変化
　戦後資本主義世界経済は，ユ950～60年代を通じ，技術革新にささえられて工
業生産を増大させ資本蓄積の増強を行ってきたが，やがて杜会的生産の国際化
の時代を迎えた。すなわち国際貿易と資本輸出の積極的な促進がみられ，それ
らは戦後期に工業生産よりもそれぞれ1．4倍，1．6倍も急遠に発展したのである。
その背景に杜会的生産構造の顕著な変化があったことはいうまでもない。それ
は農業の比重低下と工業製昂の割合が増大し，とくに，化挙工業，機械製作，
エレクトロニクスの地位が増大したこと，さらに不生産的分野の役割が増大し
たことなどを特色としていた。②
　70年代には石油ショック以降杜会的資本の再生産遇程における諸条件に深刻
な悪化が見られたにもかかわらず，資本主義諸国の輸出への依存度は高まった
のである。世界の貿易量はGNPに占める輸出のウェイトについてみても70年
に9．7劣であったのが，78年には14．8劣と拡大している。
　しかし，貿易の発展借率からみると，60年～70年の問に工業国は2．6倍，第
三世界は2．08倍であったが，70年～80年においては，前考が5．78借，後著が
7．24倍といずれも大幅の増大振りを示し，発展借率は両者において逆転してい
世　界　の　輸　出 （単位10憾ドル）
’ 1950 1960 1970 ・…11980一
■
■I世　　界 61．2 127．5 312．O ・…j2，030，5
一
■1工業諸園 37．0 85．1 222．1一共　産　圏
・凧・い・・ふ・
4．9 15．O 32．9 8a81203・81第三世界 19．3 27．4 57，0 216．61　542．81産油国 4．3 8．9 17．5 113．9 298．3
Ij　非産油国 15．O 18．5 39．5 102．7 244．5
，
　　　（出所）　Miche1Schir町；Tie正s　Monde　et　Monde　I口dusth刻i曇．1980隼は「貿易隼鑑」
　　　　　1982，によるo
ることがわかる。いうまでもなく，第三世界のシエア増大は産油国の比率が70
年には世界貿易の5．6劣であったのが，80年には15．7劣になり70年の17倍とい
う急増を示したことによっている。
　世界貿易（輸出）に占める地域別シェアをみると，1960年には工業国67％，
第三世界21劣であったが，75年には，それぞれ65％，24％とたり，80年には63
％，27％となって工業国が相対的に低下しているのに対し，第三世界は大きく
上昇していることがわかる。世界貿易に占める工業国間貿易のシェアも70年の
　　　　　　植界貿易額（輸出）に占める主要国のシニア　　　　（単位：％）
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51．6％から78年には44．6％へと低下しているが，この間における先進工業国間
での景気後退による保護貿易色の高まりと無関係ではない。
　世界貿易（輸出）に占める各国別シェアについてみると，アメリカのシェア
は60年から70年に2．7％，70年から80年に3．3％ポイソト低下したのに，日本は
60年の3．5％から70年には6．8％，80年には7．1％と増大し，サウジアラビアは
60年のO．7％から80年には5．6％へと増大し，中進国といわれる韓国についてみ
ても60年のO％から80年には0．9％へと増大した。それはアメリカやイギリス
の地位の低下，日本，アジア中進国，産油国の地位の向上を示すものだが，同
時にそれはアメリカを主導とする世界経済の構造変化を反映するものであり，
先進諾国の貿易における保護主義僚向，貿易摩擦の台頭する背景でもある。
　アメリカやイギリスに見られる世界貿易におけるシェアの大幅低下という事
実にもかかわらず，世界貿易は大きく拡大し，各国経済の相互依存は深まりを
示した。主要国の貿易依存度でみると先進国，途上国を問わず傾向的に上昇し
た。アメリカの貿易依存度は60年の4．1％から80年の8．6％に高まり，イギリス
もまた同期間に14．9％から22．2％に上昇している。
　　　　　　　　　　　　主要国の貿易依存度（輸出）
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6
　先進国と開発途上国との間の相互依存度について算出した数字によれば，60
年から70年の10年間においては，先進国貿易の活況によりやや低下Lたものの，
70年以降は76牢までの聞に1．67倍となっている。中東産油諸国の先進国との椙
互依存度が60年から70年の間に4．24借に高まったことが大きく貢献しているよ
うに思われる。｛3，
　従来，途上国はモノカルチュア的一次産品産出国として先進国経済に従属す
る副次的存在でしかなかった。しかし，60年代を通じ，犬量に政治的独立をか
ち取り第三世界を形成Lた途上国は急速に自立性を高めるにしたがって，世界
経済の重要た因子として注目されるに至っれ
　石漁産出国による0PECの結成と，その自主的な価格政策推進の成功は先
進諸国を窮地に陥れたが，それは逆に，石油収入の増大がこれら産油諸国にお
ける経済開発のためのさそい水となり，先進諸国からの資本財・消費財の輸入
増をもたらし経済的箱互依存を深めることに作用した。
　また非産油諾国のうちすでに軽工業を培養していた国の中には輸出産業の育
成へと積極的に進出して急成長を遂げ，各種のカロエ・組立業から一部重工業プ
ラソトを完成し，先進諸国との間の高度な分業関係をつくりあげるまでにいた
っている。そこには相互依存の深化と同時に先進国産業との競合という複雑化
した関係が生じている。
　世界経済の相互依存は南北聞の貿易・経済に限らたいことはいうまでもない
が，量的に大きいとはいえたいとしても，東西間の相互依存の事実を見逃すわ
けにはいかない。アメリカは対ソ対決の姿勢をかまえながらも，多量の余剰農
産物をかかえているので，最大の輸出先としてソ連を除外するわげにいかない。
ア7ガニスタソ間題で食糧を武器とする対ソ制裁措置も結局成功しなかったこ
とはすでに例証済みである。また，レーガン政権によるアメリカの技術を使っ
た製品の対ソ禁輸措置を西独，仏，英の諾国企業に適用するといった決定に対
し西欧諸国が一斉に反発しているということはこれら諸国とソ連との経済的相
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互依存関係がいかに深く密接なものがある　　欧州議国の輸出入に占めるソ違・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東欧のシェア　　　　（劣，80竿）
かを示す以外のたにものでもない。国別に
見れぼ欧州諸国の対ソ連，東欧貿易のシェ
アは決して大きくたいとはいえ，その内容
は決して軽視するわけにはいかない。
　相互依存の間題を貿易関係を中心にに見
てきたが，相互依存の深化はもちろん貿易
だけではない。資本の国際化，資本の移動，
国際的生産の面におげる最近の実情を見て
おく必要がある。
　2）資本の国際化一多国籍企業の進展
　第二次大戦後経済的相互依存の重要性を　　（注）OECD調ぺ
痛感したアメリカは国家資本の対外投入によって世界資本主義の活性化をはか
ってきたが，60年代に入ると民問資本の充実とともに国内的にはコングロマリ
ット化が促進L，対外的には直接投資による海外進出の時代を迎えた。1958年
の景気後遅がキッカケとなって西欧向け直接投資が急進展し，60年にはアメリ
カの対外投資累積額は320億ドル，65年には494億ドル，70年には780億ドル
に達し，75年末には1，332億と急増した。投資地域ではヨーロヅパが群を抜き
1970年には従来からの最犬の投資地であったカナダの228億ドルを上まわり245
億ドルに激増している。また注目すべきは，戦前からの対外投資が石油や鉱業
を中心としていたのに対し，60年代からのそれは主として製造業向げが中心と
なったことだ。とくにコソピュータ，エレクトロニクス関連，自動車，化学製
品などの先端技術産業への進出が顕著となっている。
　このような直接投資と企業の多国籍化は，海外生産拠点の増大となってあら
われる。今世紀初頭には，アメリカの海外生産拠点は，わずかに100カ所あま
輸出 輸入
オーストリア 12．1 9．7
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りだったというが，1968→9年には少くとも9，691カ所に達したといわれてい
る。1970年には直接投資を行っているアメリカの会杜3，350杜は，15，000杜以
上の在外企業を支配していた。60年代におけるこうした資本の国際化はアメリ
カ系属犬企業による海外進出という形をとって急展開したのだが，これを契機
に資本主義的生産はそのあらゆる環にわたり、あらゆる段階においても国際的
経済交流の領域に引き入れられるようになった。生産のあらゆる分野に国際化
の波がおしよせ，企業は何らかの形で国際的構造の諸要素の一部として組み込
まれることとなる。国際化は技術革新と結びついているから使用価値の国際交
換も，遁去の一般商最の貿易と異なって，科学の技術上の知識，技術的恋ノウ
ハウ，専門家，サービスの交換をともない，国際運輸ばかりでなく，保険や技
術移転にかかわる契約が急テソポで増犬した。その結果賛本主義諸国の経済的
相亙依存ば深化したが，他面その矛盾を増幅させることとたる。
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　とりあえず，ここではアメリカ系巨大多国籍企業の国際貿易との関連につい
て見ておきたい。アメリカ関税委員会の調査によれば，一1966年から70年までの
間における世界輸出の伸び53劣に対し，多国籍企業の総輸出は69劣に達Lたと
いう。さらに製造工業襲品走榊こついてみると同期間に世界の伸び65劣に対・し
多国籍企業は73％と薯増している。1970年におげる全世界の商品輸出3，092億
ドルのうち・多国籍企業は728億ドル（23劣），製造コニ業製品では全世界2，O14
億ドルのうち388億ドル（19％）を取扱っている。このうち多国籍企業の本杜
による輸出は56％，海外子会杜による分は44％となっている。またアメリカの
輸出全体との関連でみれぱ，アメリカの輸出が1957年から72年にかけて2．9倍
になったのに対し，海外子会杜の販売は5．9倍，アメリカの輸出の3倍近い売
上げを示したのである。
　技術移転に関連してサービス業の国際化についてはすでに触れたが，事実銀
行・広告業・ホテル業・航空運輸，建設，エンジニアリング，石油化学，経営
コ：／サルタソトといった分野は海外活動に主要な利益の源泉を拡大しつつある。
世界はますます国際的生産の鉱犬によって国民市場の相互に浸透する巨大な市
場となりつつあ砧4〕多国籍企業は，この問にあって世界の資源を操作し，自
己の生産・飯売計画をさまざまな国民市場の具体的条件に順応させ，そこに発
生する諸困難を巧みに利用して自己の活動を世界的規模で最適化していくので
ある。
　こうした活動の結果は，国際貿易の上にもいろいろな形セあらわれる。その
一つば多国籍企業の発展と戦後の科学・技術革新の国際的拡散にともない，生
産的消費および個人的消費用の生産物，または中間的消費および最終的消費向
けの生産物に物質化されているさまざまの国の成果を複合的に利用する可能性
が高まったということである。多国籍企業の一つであるゼロヅクス杜の電気的
記録再生装置には，オランダの集積回路，イギリスのセレソ・ドライ，日本の
化学試薬と光学穣械装置，アメリカの電動機と加熱装置が利用されているとい
　10
うのはその一例である。㈲
　このような生産の集約的国際化g遇程が，自動車工業，航空機工業，宇宙科
学工業，工作機械工業その他の部門でもみられることはいうまでもない。貿易
取引においても，その多くの部分は，最終消費商品よりは，部品その他の中問
的生産財によって占められるようになった。従って貿易商品が各種ブラソト類
や装置設備となると，技術者の派遺，ノウハウ等に及ぶこととなり，輸出企業
はグループの数杜に関連する規模のものとなる。
　多国籍企業による生産の国際化がますます拡大する遇程の中で国際貿易が多
国籍企業の自らの必要に応じての活動として展開され，企業の国際的穣造が単
一のメカニズムとして作用するようになる。企業は国際的な活動を通じて国民
経済の枠を越えた相互の依存体制をつくりあげる。
　多国籍企業の主力はあくまでアメリカ系資本であることはいうまでもないが，
1970年代になると西トイツや目本の資本がアメリカヘ逆上陸をするという，い
わば巨犬資本の国際的相互浸透の時代がはじまった。目本資本の先進国向け最
大の投資先は7メリカとカナダだが民間投資額の約3分の1を占め，西欧諸国
向けは，日本の対外投資の約9％に遇ぎず，全体の半分以上が開発途上国向け
の市場關拓を目的としているというのが実体である。ヨーロッパ資本の対米進
出も70年代に入って急増したが，73年を最高にむLろ低下傾向にある。逆にア
メリカ資本の対西欧進出は増大傾向をたどっている。アメリカ資本はますます
先端技術産業に特化する傾向にあるが・日本・西欧の対芥進出は多くの分野で
経済摩接を引きおこし，アメリカの保護主義化の原因となっている，その反面，
巨犬で複雑なアメリカ市場は，日本や西欧資本にとって獅子の分け前に預ろ機
会は依然とLて大きいと見られ，相互依存関係を深めている。㈹
3）国際金融の側面からみた相互依存
世界経済の相互依存関係の深化を見る場合，国際金融の側面を見落すことは
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できない。
　アメリカの銀行業は，1960年代初期までは合衆国内での活動を主とし海外へ
の進出は少なかった。1960年におげるアメリカ商業銀行の海外支店は，わずか
124店を数えるにすぎなかったが，1967年に．は295店に，1972年には627店に急
増した。アメリカの対外融資は60年代までは公的機関が中心で，民間金融機関
の役割が増犬したのは，為替，資本の自由化の進展した60年代央からのことで
銀行の海外市場の急増もこの闇の事情を説明している。
　また，このことはアメリカ系多国籍企業の対ヨーロッパ進出と無関係ではな
い。BIS（国際決済銀行）の資料によれば，60年代に入るとドルの海外滞留は
逐年増大をたどり，ユーロカレンシー市場を拡大していったが，その規模は，
1969年には440億ドル，1970年には570億ドル，1975年末には約2，500億ドルに
達し，その中でユーロダラーの占める芦0合は約7割強の1，900億ドルと推定さ
れた。さらに，1978年には壬ルガン銀行の推計では海外の過剰ドルの滞留は
6，590億ドルに達したという。こうなると意図的でなくとも短期資金として・
その1～2％が移動しても，禺際金融市場に与える影響は極めて大きい。
　ところで，石油ショック後，西側諸国は一せいに不況に見舞われ，いわゆる
スタグレーションの現象を呈した。設備投資は手控えられ，民間金融機関は貸
付先が減少したので，資本の過剰化を引きおこした。金融国際化のかけ声とと
もに各種金融商品を登場させるにいたったが，丁度工業化を押L進めていた中
進国の資本不足と企業意欲をあてこんで政府援助だげでなく，民問資本の融資
活動を強めた。また，74年以後，産油国の犬幅黒字とは逆比例して非産滴国の
貧困化が深刻匁問題となったので，IMFは従来の融資制度を拡大するほか1
緩衝在庫融資，補完的融資制度とかオイル・ファシリティなどの新機構を案出
するたどオイルダラーの還流と信用供与につとめた。その結果・中進国ばかり
でなく，開発途上国全体の債務累積が増大し，一部には債務履行の困難が表面
化するにいたった。世界銀行の調査によれば，開発途上国の中長期累積債務残
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銀行と国際機関の融資 （箪位：100万ドル）
1970 1975 1979 1980
銀行の対外融資と外債発行一　　　　　　　　　I
一 115，O00．O218，OOO．0212，OOO．O
I　M　F引　出　し’ ユ，509．3 5，261，2 745．2 1，965．9
世界銀行の融資 772．O 2，096．O3，879．O4，535．O
第二世銀融資 143．O 1，026．01，258．O1，972．O米州開発銀行 429．0u 698，9 1，060．O 1アジア開発銀行 1 11．0 238．O 345．0 405．O
アフリカ開発基金 ■■ 一 ＾ 45．7 92．9一
（出所）蕩代体笥譲研究会r世界経済の再繍成」P．75．
（注）Olユ971歴隼竈
高は1972年の923億ドノレ，75年1，655億ドル，78年3，092億ドル，80年4，145億ド
ルと急増をたどった。この問，1977年までは公的機関による援助が，民問金融
機関の融資残を上まわっていたが，78年以降逆転し，民問金融機関の方が公的
機関のそれを上まわったのである。＝7］
　上の表は銀行と国際機関の国際融資の実態を示すものであるが，これによる
と商業銀行の融資は75年にはIMF，世銀，第2世銀を合わせた金額（82億9，000
万ドル）の14倍，80年には25倍にのぼり，公的機関の立遅れが目立っている。
79年，80年の国際融資の伸びは，アメリカをはじめ一都の先進国で国内融資を
抑制Lたこと，ならびにアラブ産油諸国の銀行筋が国際貸借に乗り出したため
と見られている。｛8］
　国際融資の側面からみた国際的相互依存関係は資本主義諸国間ならびに開発
途上諸国との閻の間題だげに限らない。ソ連，東欧諸国との関係においても近
年急速に拡大した。ヨーロッパ経済委員会（ECE）調べによると，ソ連東欧諸
国の西側諸国に対する債務は，1974年末の約240億ドルから77年末の430億ドル，
79年末570億ドノレ，80年末670億ドルと急増した。これら融資の半分以上は民問
銀行資金と見られているが，間題はポーラソドのように最犬の累積債務（81年
はじめで約230億ボルと推計）をかかえながら政清不安に陥り債務履行困難と
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なったことである。異なる体割閻における経済的相互依存の深化は，政治的収
敏の可能性をもはらむものであるが，他面政治の介入により経済的危険性を内
包Lている。すでに，ポーラソドヘの貸し込みすぎで西ドイツの銀行は，銀行
危機を招いたが，それは，西側諸副こ波及すると国際的経済危機に発展するお
それがある。メキシコの危機もまた同様である。
注（1）野林昭夫r資本の国際化とその意義一最新の資本主義の変貌」（r経済評論」1979
　　年6月号）〃「相亙依存関係の現段階一世界的規模の資本蓄積の観点から」（r経済
　　評論」1982年3月号）
　（2）　ヴェ・マルトゥイノフ「資本主義の経済的諸矛盾の先鋭化」（国際関係研究所訳
　　編「世界経済と禺際関係」繁53集所収）
　（3）通商産業雀「経済協力の現状と間題点」1978参照。ここで相互依存度とは両地域
　　間の輸出合計を両地域のGDP合計によって割ったものを指数化した数字で示され
　　ているo
　（追）J・H・Du匝ning・Intemational　Production　and　the　Multinationa1Ente靱rise・
　　P．4．
　（5）べ・コムジソ「国際的企業と資本主義経済」（「世界経済と国際関係」第31集所収）
　（6）1977年8月雑誌「フォーチュソ」は「撤退する多国籍企業」なる記事を掲げ，世
　　界経済の低迷する中で国民国家の敵対意識が強まっており，巨犬企業も伸び悩みの
　　状況に入ったとしたが，J・H・ダソニソグもかつてバールムッターの指摘したよう
　　な際限を知らない発展があり得ないように今目多国籍企業が撤退の方向にあるとは
　　信じ難いとしてい孔むしろ80年代は多国籍企業と国家との対立感はピークを越
　　え，もっとゆるやかな調和のとれた関係になるだろうと見ている（J　H　Dm口mg
　　op．cit．，Chap．15っ
　（7）　“Finace＆Development”March－1982．
　（8）現代体制論研究会「世界経済の再編成」P，76．
2　相互依存の内実とその意図するもの
　1）r相互依存」の概念
　国際的なr相互依存」の深化という言葉は60年代後半から高い頻度で使われ
るようになったというが，そこには二つの共通の認識があったと思われる。rそ
の一つはr相互依存』現象が国家杜会間のレヴェルで観察されるという前提で
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あり，そして二つは，r相互依存』現象は国家杜会間の相互作用の密度の高ま
りによって惹き起こされているという前提である。」ωここでは，後者の前提が
重視される。それは，いわば《交流》の前提ともいうべきもので，その増大と
r相互依存」とは相関性の高い密接不可分の関係と見られている。
　r相互依存」の用語は70年代に入るとようやく国際政治の理論や実践の場で
定着するにいたった。はじめの頃は単にそれはr相互信頼」といった程度の文
隊でLかたかった。本来それは国家杜会聞のレヴェルでの「交流」の密度の深
まりという現象にすぎなかったのだ。
　この意味において相互依存は本来科学・技術の革新にともたう交通・運輸・
通信の発達の結果もたらされた必然的な現象にすぎないが，70年代の国際的政
治経済環境の中で新たなる性格を賦与されるにいたったとみられる。73年の田
中・ニクソン共同声明（73年8月1日）にもられたr相互依存」は，明確に世
界経済の枠組の中で位置づけられており，単に経済システムの文麻というより
は，政治的戦略的性格が強くうち出されているように思われる。
　「相互依存」の理論的研究は60年代末に国際経済の分野からリチャード・N・
クーパー（Richard　N　Cooper）によって手がけられ，その後国際政治の分
野ではロバート・O・コヘイン（Robert0．Keohane），ジョセフ・S・ナイ
（Joseph　S．Nye）らによって研究されているが，山本吉宣氏はこれらアメリ
カの学者たちの文献から描出して「相互依存論」の内容を次の四点に妻約して
いる。一2ヨ
　①経済的な結びつきがつよくなり，各国はその経済的な福祉を増大させよう
　とする経済政策の立案，遂行において，もはや他の国の経済政策を無視する
　ことができなくなる。すなわち，各国の経済政策立案，遂行上の自律性の喪
　失，このような現象は多くの国で共通に起きている。
　②上のことから，経済的な相互依存を「管理」するため国際貿易体制，金融
　体制など国際経済体制を再編成し，さらに政策調整の制度を作り出さなけれ
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　ぱならない。
③各国内の関係および一国の政策決定において，単に政府だけではなく，国
家を趨えた組織，国内の官僚，さらには民間のアクターが重要放役割を果た
すようになり，政策決定，国際交渉が複雑・多様なものになり，場合によっ
　ては国家を単一の行為者とみることは不適切になる。（相互浸透）
④経済的な福祉がとくに狭義の安全保障と比較して，各国の政治的な優先順
　位においてきわめて重要になった。このことと経済的な相互依存のマネジメ
　ントは，基本的には経済的なメカニズムに沿わなければならないものであり，
　とくに先進工業国の社会・経済体制は複雑で，軍事力の行使（とくに核戦争）
　に対して脆弱であるということから，先進国間におシ・ては，紛争の解決の手
　段として軍事力の使用は，有効なものでも正統なものでもなく恋ってしまっ
　た。
　以上の諸点を踏まえて山本氏は60年代以降のアメリカが相対的に経済力を低
下させ，対外依存度の高くなった段階で，そのかかわる国際経済体制にどのよ
うに対応すべきか，また国際経済体制だけでなく，国際政治体制へのかかわり
あい方に関連して，アメリカ通商政策の展開にしぼって詳繍に分析しているの
である。70年代のアメリカは力の相対的な低下と経済関係の緊密化という二つ
の事態に対応して（イ）東西関係（米ソ関係）について，強硬策をとるか，緊張緩
和政策をとるか，（口）国内の資源配分，政策目標の優先順位において，軍傭と
「経済福祉」のどちらをとるか，という選択にせまられ，④については東西貿
易の促進を含むデタソトを，◎についてはr経済的な福祉」を採用したとされ
る。それはベトナム戦の失敗に対応するパワーポリティックスの後退を意味す
るものであったが，80年代のレーガソ政権の登場はこれを逆転させ力の政策に
転換した。しかし，このことが「相互依存」のもつ戦略的意義を軽視したとか
無視したとかいうことにはならない。むしろ，それはより複雑化した事態を内
包したカテゴリーに転化Lつつあると見るべきであろう。たしかにr戦略的相
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互依存」とr相互依存』の戦略イデオロギー性とは，理論的にはレヴェルを異
にするものであるが，側後者のもつ重要性は少しも減退していない。
　デタソトの過程で，たしかに国家安全保障のもつ表象的意義は相対的に減退
し，国際主義に関する第一義的な表象はr相互依存」に焦点がおかれることと
なり，経済的相互依存の役割が重視されることとなったが，各国とも経済政策
立案と遂行に自律性を喪失LてLまい，国家の枠をこえた管理体制が必要とさ
れるようになった。相互依存はいまや厳然たる事実だが，その背後にあるのは
あくまで国家なので国際主義によって国民国家の枠を果して超克Lうるかとい
えばはなはだ疑間なのである。国家の枠をこえた管理体制がコスモポリタンと
Lて存在を主張することは困難であろう。相互依存は依然として国家の利害の
上に立つイデオロギーだからである。このことはあとでも論ずることになるが
南北問題，東西問題を考慮するだげでも明白であろう。r西側が楯互依存につ
いて語る時，その相互依存は西側が主導権をとった形で，実践され，その基盤
の上に形作られる」ωからである。
　2）経済的相互依存の内実
　資本主義はその形成遇程まで湖る童でもなく，それは世界市場を前提として
諸国間の経済的相互依存関係が強まり，資本の自律的白己増殖の運動が展開さ
れ，やがて統一的世界経済の成立をみるにいた乱諸国間の経済的関係を相互
に結ぶものは，主として貿易と対外投資の関係であったことはいうまでもたい。
　イギリスで始まった産業革命は，生産力の急激な拡大をもたらすとともに，
諸国内の経済的相互依存関係を強化し，そこにイギリスを中心国とする国際分
業構造をつくりあげていった。ついに，それはパックス・ブリタニカと呼ばれ
るイギリス資本にとって望ましい安定的た国際秩序を形成Lた。いってみれば，
それは，世界市場における強国の資本蓄積衝動を満足させるに足る支配と従属
の体制でもあった。こうして出来上った国際分業構造こそは，その態様と編成
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のあり方，その結果としての世界貿易のネットワークとして，諸国民経済間の
楯互依存関係を直接に体現Lたのである。｛5］
　戦前型の国際的相互依存関係は自由貿易運動，比較生産費説の論理の中に集
約されているが，それは世界を農工間分業の体系としてとらえており，その間
の貿易は両者にとってお互いに利益となるという文豚で相互依存性を説明し強
国の資本蓄積のための自由を合法化していたのである。したがって，相互依存
とはいえ決して諸国民の平等関係を前提としたものではなく，貿易関係を通じ
ての不等価交換，対外投資を通じての超遇利潤の取得がその実態であった。
　第二次大戦後のアメリカを中心とする統一的世界経済再編の努カは，IMF・
GATT体制による自由・無差別原理の浸透と先進諸国間の相互依存の強化に
より新たなる国際分業＝生産構造の再編を意図するものであったが，その後植
民地体制の崩壌によって大きく変貌し，いわゆるパックス・アメリカーナの根
幹を揺るがすまでの転換を余儀なくされた。だがその間，技術革新にとも恋う
国際的生産構造の拡犬発展と交通・通信技術の躍進による国際交流の進展は国
際貿易の飛躍的拡大を通じて諸国間の相亙依存関係を深化Lていりたことは前
章において述べた通りである。だが，1960年代央以降世界経済の潮流には大き
た変化があらわれ，r相互依存」も大きく変質した。その背景には技術革新の
相対的停滞とインフレーショソの激化という事情が介在したことばいうまでも
ない。しかも70年代になると石油ショヅクの突発により，間題は一そう複雑化
し，相互依存のもつ意義と役割の重要性を増大させた。
　すでに60年代央以降アメリカの巨大企業は，利潤追求の新しい方式を探求し
て動き始めていた。それは技術と相互依存の圧力の下で爆発的に展開した企業
の国際化であった。それは次のような事態をひきおこしている。④企業立地の
国際的規模における探索と決定，◎資本の国際交流の拡大，◎商晶の国際交換
における新方式，θ相互依存の深化による諸国民間の経済摩擦の発生と経済政
策における拘束性の増犬。
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　旧い資本主義的国際分業の構図を引き継いだパックス・アメリカーナの崩壊
の危機に直面して，アメリカでは企業の多国籍化が急激にたかまる一方，軍拡
推進の道が強化された。ベトナム戦後一時的には緊張緩和と経済福祉優先策が
採られたにも掬らず，窒洞化した国内経済を前にしてその活性化を目標とする
レーガノミックスが登場するにいたった。したがって，レーガン政権は国内的
には軍事力強化を推進し，外国資本に対しては防衛的となり経済摩擦を惹きお
こす。しかし，企業の対外進出に対しては黙認どころか奨励しているのである。
このことは相亙依存の戦略イデオロギーとLてのr権力政治」の側面を如実に
表現するものであろう。
　多国籍企業の進出にともなう利潤追求の新Lい方式をあげればいろいろある
であろ㌔ここで詳論することばさげるが，新Lい特徴を二，三指摘すれば，
従来にない規模の国際的金融操作によるもの，国際的な税金対策，多国籍企業
の本杜と海外支店，海外支店と海外支店との間の商品の国際交換（企業内国際
貿易）に際しての特別利潤の獲得など枚挙にいとまがない。さらに注目Lたい
のは，相互依存の他の側面として諸国の経済政策に対する拘束性が強まり（一
国の対外政策の自律性が協隈される）貿易の自主規制一産業調整といった傾
向が出てきたことである。このことと関連して80年代に入って目米閻の焦点と
なってきた自動車，エレクトロニクス，情報知識産業などの分野での個別資本
間の産業協力，提携，資本交流の動きであるが経済摩擦の多国籍化による解消
を狙うものとみることができる。㈲　これらはいずれも経済的相互依存の深化，
国際的緊密化の現象と深く繕びついており，r矛盾と分裂を助長する諸要因と
調和と結合を助長する諸要因との弁証湊的た相互作用」例　とみなすことができ
る。
　「相互依存」は資本主義諸国間の問題にとどまらない。かつては植民地諸国
との支配と従属の関係であったように，世界経済の現実においては，開発途上
諸国との関係であり，さらには体制の異なる諸国との関係でもある。
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注（1）鵬武彦，山本吉宣「相互依存の因際政治学」第1箪参照。
　（2）山本吉宣「相亙依存世界への対応」（上）（r経済評論」1982年3月号）
　（3）鴨武彦，山本吉宣前掲書P．32．
　（4）磯村尚徳訳セルヴァソ・シュレベール「世界の挑戦」P．219一
　（5）野村昭夫「相亙依存関係の現段階」（r経済評論」1982年3月号）を参照した。野
　　村氏は次のように述べている。r国民的惜印を捺された諸資本の蓄積の要求にした
　　がって編成された農＝工閻分業の体制，これを政治的，軍事的に補完するものとし
　　ての議列強による按界の領土的分割二植民地体制という形態で，当蒔の資本蓄積な
　　らびに生産藷力の水準に照応Lた国際的相互依存関係が十分に強力1こ構築されたの
　　であったo」
　（6）現代体制論研究会「世界経済の再編成」P．35。
　（7）立花誠逸訳シルビュ・ブルカソ「園際関係の将来一世界政治の弁証法」P．117．
3　体制間矛盾の超克
　1）南北間相互依存の深化のもたらすもの
　すでにふれたように，南北問の相互交流は60年代央以降新しい段階に入った
が，70年代を通じ，貿易関係においても，国際金融の面でも一そうその比重は
高まり，経済的相亙依存は進展した。しかL，73年以降の進展は相互依存の複
雑さを露呈するものであり，南側にとっても，北側にとっても事態は容易でた
いことを示している。
　60年代においては，南の諸国は経済的自立化を標樗して第1回UNCTAD以
来，“貿易か援助か”といった間題から一次産品問題の解決，補償融資制度の
創設などを要求して，相互依存の平等化を主張してきた。しかし，その成果も
あがらないうちに，73年の第一次石油ツヨヅクとなり，北側諸国の経済成長に
大きな歯止めがかかって南北問題は新しい段階に入った。経済的打撃は北側ば
かりではたい，南の藷国もとくに非産油諸国は新たな窮地に立たされるにいた
つた。
　商の諸国にとって北側諸国との交流の深化はますます不利化をもたらすもの
と受けとられるような事態が続いた。交易条件の不利化・磧1務の累積・貧困化
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の進行といった深刻な事態がそれである。この聞南の諸国にはナショナリズム
が高揚し，非同盟諸国77カ国クルーブはr新国際経済秩序」樹立について強カ
な「行動計画」を準備し，74年には第6回国違総会を機会にr宣言」を採択す
ることとなったo
　そこには南北の藷国間におげる不平等を少なくし協力関係を発展させようと
いう一般的原理ともいうべきものがあって，現状の因際経済秩序を終らせ新し
い秩序を樹立することが必要と考える一般的コンセンサスが少くとも存在した
のである。しかし，そのコンセンサスは次の四点を限界とLていた。ω
　（イ）国際貿易の割隈を少くする。
　（口）基礎素材，燃料，食糧の価格を安定させる。
　㈹　最貧国への経済，財政援助を増やす。
　⇔　国際的レベルにおいて技術進歩を捷進させる。
　しかし，コソセソサスはここで終る。間題ば，現局面の経済危機に際し，そ
の原因と蛙質をどう考えるか，そしていかに解決するかということ吾己たると諸
国の政府，金融・経済グルーブによって犬きく変ってくる。
　新秩序ば多国籍企業の立場からは，世界市場をその蓄積法則のヘゲモニーの
及ぶ範囲内で統合できるような形でなげればならないL，第三世界の立場から
は，それが従来どおりの富の一そうの蓄積，労働の搾取，環境と自然資源の破
壊につながるような国際分業であっては潅らない。利害は大きく対立すること
となる。
　相互依存が深化すれば，もっと相互の利益に気づいてもいいはずである。
r相互利益という観点ば，世界の経済力の使い方を変えさせる上で十分な根拠
となるものではないが，この点こそ私たちが重要と考えるものである。」＝2〕とブ
ラント委員会報告は述べている。しかL現実に南北の争いが生じてくる背景に
関し，r報告」はr最も塞本的なものが力の問題であり，経済力，そしてさら
には軍事力のゆえに「北」の藷国，機構，企業がいかに様々な形で世界経済を
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自已に非常に有利に運営する能力を有しているかという間題である」と指摘し，
「国際的た制度がどの程度まで公平なものとなりうるかは政治的決断の間題で
ある」としながら，次のように主張する。「われわれは力や地位ではなく，正
義と契約に基礎を置いた，またLたい放題をするのでなく，公平でかつ普遍的
な規則によって律される世界を追求Lている。その方向への第一歩を踏み出さ
ねばならず，またこの第一歩は，変革により精神的な相互利益をもたらし得る
と認められるところから踏み出すべきである。」
　世界経済における南北の相互依存性は，今や大きく進展し，成長と貿易の側
面をみても南北がいかに相亙補完的な関係にあるかということではかなり明白
になってきているとはいえ，それだけに南北閻の不均衡な成長の中にひそむ矛
盾が表面化する可能性もまた大きくなっている。そのことは二次にわたる石油
ショック後の世界経済の低迷により，さらに暗転している。事実，r新国際経済
秩序」の確立への要求とその論議は75年12月の国際経済協カ会議（CIEC）や翌
年4月ナイロビで開催された第4回UNCTAD総会を通じ華やかに展開された
が，具体的には大きく前進せず，79年の第5回UNCTAD総会（マニラ）に持
ちこされ，やっと一応の合意に達したとはいえ，その内容はわずかに補償融資
制度について当初予定された資金規模30億ドルから7．5億ドルに犬きく後退し
たものとなったにすぎない。
　80年代を迎え，南北の経済的相互依存関係は一そう深化し，経済協力の必要
性を濃化しているが，また反面大きな困難な事清が表面化してきている。それ
は資本主義諾国の経済的混乱と杜会主義諸国との新た在「冷戦化」の傾向の中
で惹き起こされた次の諸点に見るような政治経済不安の情況から来ているとい
えよう。㈲
　第一に，先進資本主義諸国は景気低迷により低成長を余儀なくされ貿易摩擦
をひき起こしている。
　第二に，急遠な工業化により急成長を遂げてきた中進国が第二次石油ショヅ
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クと先進藷国の落ち込みにつれて輸出市場が狭くたるとともに国内的にはイン
フレ化により貧富の格差を拡大し，経済発展にかげりが出てきた。先進諸国と
の相互依存は逆に競争の激化を招く原因となっている。
　第三に，南の急激な工業化への意慾から，先進国からの債務が累積し，一部
に債務不履行の危険も現実化してきた。このことは南の諸国の中には，石油シ
ョック後かえって物資の価格上昇により，所得の低下を来すところが現われて
いることを示すものである。
　第四に，北側の南の諸国との経済的相互依存は燃料，稀少資源との関係にお
いて重大な意義をもつ。先進諸国が考えるように合意的産業調整によって資源
配分が商業べ一スで進められるならば結構だが，資本の意思を重視する立場か
らは熾烈な資源争奪戦を惹き起こす可能性が強い。
　2）東西関係の相互依存性の意味するもの
東西関係の相互依存性というときそれは基本的に体制を異にする国家間のこ
とであるから果1二て相互依存の意味があるといえるかという疑問が起るであろ
う。東側すなわち社会主義といえば，中央集権的計画経済に基づき高度の物質
的生産と国民の経済的文化的生活を保障しようとする体制と規定されるが，西
側の資本主義の諸国はいうまでもなく資本の利潤動機に基づいて展開される社
会秩序であって，根本において結びつくものを強いてあげれぼともに人間の杜
会生活の向上を志向しているということにたろう。このぼあい杜会主義諸国は
歴史的には，資本主義の体制を放棄してより属い次元の国家を実現すべく自立
した国ぐにである点，南の諸国（開発途上諸国）とは異っている。
　ところで，東側諸国といっても具体的にはソ連，東欧諸国，アジア杜会主義
諸国，キューバその他の諸国とさまざまであり，それぞれその性格にも大きな
差異が見られる。したがって，東西の相互依存といっても，国ヵミ異なればその
ニュアンスが大きく異ってくることはいうまでもない。しかし一応ここでは東
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西関係というとき，その全体の関係について見ることからはじめたい。
　東西の相互依存の指標として貿易関係をみると，すでにふれたようにデタソ
トの問に大きた伸びを示したとはいえ，1980年においても，杜会主義諸国の輸
出が世界貿易に占める割合はわずか10％程度に過ぎないし，国際投資ではもっ
と低い。これに比し，資本主義工業諸国のそれは途上国の追い上げで若千低下
したが，63．2％を占めているのであって，この絶対額でみる限り，東西の相互
依存は余り大きいとはいえない。しかし，東西間の貿易の伸び率でみるとソ連
および東欧諸国の対西側諸国との貿易は1970年から1978年童での間に輸出で約
4借，輸入で4．75倍に増加しているのである。これは一つには東側諸国がこの
間西側からの技術導入に如何に熱心であったかを示すものでもある。もちろん，
西側の輸出攻勢のあらわれともいえるのだが。
　東西関係の相互依存は連帯とは自ずから異たる概念であり，そこにあるのは
イデオロギーを超えて相互の利益となる関係といえるであろう。しかし，世界
史的観点から，相亙の利益をいうならぱ，人類の連帯ということが窮極の目標
になる。ブラソト報告が指摘するようにr貧困と悲惨には終末が告げられなけ
ればならないし，そのためには国際政治の安定，輸出市場の拡大，生態系をめ
ぐる環境の傑全，人口増加の抑圧をはかる」ω必要がある，といった問題にた
る。この点では南北問題も，東西問題も区別されることはない。
　相互利益ということは必らずしも単純ではない。r持てるもの」とr持たざ
るもの」との間では相互に利益と思われることもお互いの認識は異なる場合が
ありうる。同様に中央集権的計画経済の国の政府の代理機関の行う貿易と資本
主義国の私的企業の行う貿易では相互に利益といっても必らずしも明確ではな
い。資本主義国の貿易では取引価格と利潤が優先するのに対し，杜会主義国で
は世界市場の状況に応じ政治的判断が決定因となろう。
　西側諸国は東側への商品輸出や技術移転の増進によって市場拡犬が図られる
ならその利益は大きいから，東側への資金援助を強化してもその実現を期Lた
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いと考える。それが東側諸国にとっても希望するところであれば，東西貿易は
拡大する。しかし，東側諾国にとって資金援助は必要だが，それがかさめば，
利払いに苦労しなげれぼならたい。70年代のデタントの進展という国際政治の
雰囲気の中で，東西貿易は急増し，一都には西側資本の東側への直接投資によ
る進出も見られ東西間の交流は薯しく促進した。しかし，ポーランドの場合に
見るように，あまりにも目覚ましい交流の促進は，累積債務により自らの首を
しめつけ，西側との政治的・経済的連帯の強化はソ違を中心とする東側杜会主
義勢力との軋櫟の原因となった。
　r現在，国際主義は，国益を世界場裡に延長することによって形成され，規
定されている。」とS．ブルカンはいい，したがって，rドイツ民主共和国の国
益は，この国が連邦共和国との貿易とりきめをつうじ，共同市場による便宜の
ある種のものを享受することを得策と判断Lているため，他の東ヨーロッパ諸
国や中国たいしキューバの国益とかならずしも一致しない。」ωと指摘している。
この点，西側諸国にしてもアメリカの世界戦略との関違でみたソ連および東欧
諸国と西ヨーロッパ諸国の対ソ連圏との関係では相亙利益に大きな隔たりがあ
ることと同様である。
　レーガン政権はアメリカの技術を使った製品の対ソ禁輸措置を西欧諸国とソ
連圏との関係にも及ぼそうと強硬だが，それは西欧諸国の国益にとって犬きな
打撃となると見られている。西側主要国が工業製品の対ソ輸出をいま全面停止
したら，今後一年半で約300億ドルもGNPが減るだろうといわれ，例のシベリ
ア・バイプライソ建設がもし中断したら，ヨーロッバは110億ドルの受注を失
い，100万人の職場がなくなる，といわれてい削副
　ソ連が80年中に輸入した自動車生産設備の7割までが，イタリアのフィアッ
トなど欧州メーカーのものであり，化学工業プラント，粉砕選鉱設備などもそ
の半分以上が欧州メーカーからの輸出である。特に西ドイツの場合，対ソ貿易
に犬きく依存している企業は約2，000杜を数えるという。（日本は200杜以下）
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フィンランドはソ達・東欧貿易のシェアが20％を超え，ギリシァ，トルコ，オ
ーストリアなどは10％を趨えており国民生活への影響は犬きい。このように個
捌に見た東西関係の相互依存性の相異は西側内部の対立の原因と在りかねない
要素をはらんでいる。
注（1〕E岬i口Laszlo，Joel　Ku池㎜an；The　Structure　of　the　World　Ec㎝omy　and
　　Prospects　for　a　New　Intemational　Ecommic　Order．p．32．
　（2）森治樹監訳　ブラント委員会報告「南と北一生存のための戦略」P・88・文中以
　　下の引用は同書による。
　（3）現代体制論研究会「世界経済の再編成」第1章pレ4041．
　（4）　ブラソト報告　前掲審pp・87－88．
　（5）立花誠逸訳　シルピュ・ブルカソ「国際関係の将来」P．47。
　（6）　圓本経済薪閲　昭57隼8月3目号
4　体制を超えた相互依存と国際協カ
　世界経済におげる相互依存の深化の意義と役割について南北間題，東西問題
の視角から少しく検討Lてきた。体制の違い，発展段階の違いによって経済的
相互依存の深化は，相互利益による連帯意識よりは，対立意識が表面化しがち
なばかりでなく同じ先進諸国問における利害の対立を惹きおこした。しかし，
他面では世界経済の統合化傾向は，資本の国際化，生産の国際化の進展によっ
て一そう強まっていることも事実である。現代はまさにナショナリズムとイン
ターナツヨナリズムの谷間にあって国民国家の利害が対立から調和に向ってい
る時代と見るべきなのか，他面国民国家における軍事力強化策の推進をみると
き破滅への道を歩んでいると見るべきなのか。われわれは国際的な相互依存の
探化にもかかわらず，このような間いを発せざるを得ない。そこで最後に間題
を経済問題に隈定することなく，また体制を超えて地球的な視野から相互依存
のもつ意味を検討してみたい。
　26
　1）椙互依存と経済の軍事化
　科学技術の革新と生産技術の進展により世界経済は大きく拡大し，諸国の経
済的相互依存は歴史上経験したことのない深まりを示し，地球上における人類
の交流は今までにない緊密化の道を辿っており，この限りにおいて世界は一体
化の方向に歩んでいるといえよう。しかし現実は，そのような楽観を許せるよ
うな状況にあるとは必らずしも言えない。その最大の理由は，世界的な経済の
軍事化という事実なのであ飢そこでは相互依存どころか相互不信が基本的な
行動の動機となっているのであって，正常な経済活動にとって犬きたマイナス
要因となっている。
　この問題に関し，国連軍縮問題専門家グループは，1981年10月r軍縮と開発
世界の軍事支出の分布：1955～80隼 （刎
1955年1960年1965年1970年1975年1980年
核兵器保有国（a） 81．4 78．9 76，0 75，8 67．1 64．6
4大武器輸出国（b） 76，2 73．3 67．4 65，8 57．4 55．8
NATOとWT086．9 85，4 80．5 77，4 70．5 68．8
うち米国とソ運（C） （68．7） （6＆7） （48．9） （仏4） （31．9） （27．1）
他の先進国（d） 9，8 10．1 13．6 15．4 16．O 15．1
開発途上国 3．3 4．5 5．9 7，2 工3．5 16．1
う　ち申東（e） O．6 O，9 1．3 2．2 7．3 7．8
南アジア O．6 O．6 1．1 O．9 0．9 1．1
極 東（f） 1，0 1．4 1．4 1．6 1．9 3．6 ≡
！
アフリカ（9） O．ユ O．3 O．8 1．2 1．8 1．7 ≡
中南米 LO 1．3 1．3 1，3 1，6 ・・1
（養≡）　（邑）米慶，ソ逢、フラソス，英唇；，中国　　　（b）米匿Lソ逢，フラソス．英国
　　（c）米ソ筒国の公式軍事予算は，対象範囲の遼い，換算レート上の閻題などにより，他の犬部分の国の
　　　予算と直接比較することはできない。SIPRIは世界の軍率支出に占める米ソ両雷の比率を次のよ
　　　5ヨニ推定Lているo
　　　　　1螂年　　1960年　　1965年　　1970年　　1975年　　1980年
　　　　　　66，0　　　　62，2　　　58，2　　　58，7　　　50，1　　　　48．0
　　（d）NAT0とWTOを除く欧州諸国，オ＿ストラ叩ア，中国、イスラエル、日本，ニュ＿ジ＿ラソ
　　　　ド，南アフ凹カ
　　（e）イスラエルを除く。　　（｛）中国と目本を除くo　　（9）南アフリカを除く。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「軍繍閥題報告審」によるo
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の関係に関する研究」（以下「軍縮間題報告書」という）という長大な報告書
を公表した。それは，現在の軍備競争が制御されずに，さらに激化するならば，
人類の持続的な成長と開発が危うくなるおそれのあることを詳細こ論じたもの
である。
　「軍縮問題報告書」によれば，1980年の世界の軍事支出は名目で5，000億ド
ルに達したという。過去20年閻の推移をみれば，NATOとWT0の軍薯支出
は大きな変化はなかったとはいえ，両軍事同盟加盟国のシェアはたお70％近く
を占めており，その水準で安定化Lている。ところが，開発途上諾国の軍事予
算は年々増大を辿り，その30カ国の合計は，ヨーロッパよりも多く国民総生産
の30％以上に達Lている。だが，それは1960年には13％に過ぎなかったのだ。ω
この軍事費の重圧は，とくに中東諾国で大きく，1975年に国民総生産に占める
その比率は10％以上を占めた開発途上国6カ国のうち，実に5カ国は中東の国
　　　　　　　　　GNPに占める軍事支出の比率：1963～78年
7 先進国
　　　　　　！・一＼開発途上国　”　　　・．一　　　　　ノ
　　　1965　　　　　　　　　　1970　　　　　　　　　　　1975
（注）　先進閏はNATO、ワルシャワ条約機稔．オーストラサア，中国、
　イスラェル．目本、ニュージーラソド，南アフリカ
（出所）米軍備管理軍繕局（ACDA）「世界の軍事支出と蔵察移転」
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世界の軍事支出：1948～80年
500
単位＝10｛意ドル
　　（1978年の樋幣、為替レート）
400
300
200
100
1950　1955　1960　1965　五970　1975　1980
世界の軍事支出予測：1980～200年　　（100那ル，1980物略）
平均増加率
1％ 2％ 3％ 4％
1980年500，OOO500．000　　500，OOO500，OOO
1990年552，310609．497　671，95868 ，OOO
2000年610，094742．973　903，055940，OOO
ぐにという。なかでも，エジプトでは1974年の段階で国民総生産の40％にのぽ
つた。
　さらに，同報告書は，現在の世界の軍事物資・サービス貿易額を名目で260
億ドルと推定するとき，このうち開発途上国の占めるシェアは，全体の75％，
195億ドルとしている。　しかも，これら諸国は外貨不足に悩みそのため開発の
遅れが深刻な清況となっているのであって，軍事増強への狂奔は，国の守りを
固くするどころか自壌への真の要因となっている。
　米ソの核兵器競争の危険性については，今更ここに綾説するまでもないが，
軍拡そのもののもつ危険性について，r軍縮問題報告書」は次のように要約し
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てし・る。
　r要するに，現代の技術状態の下では，個々の国が軍備を通じて自国の安全
を保障しようと努力する繕果得られるのは，相亙作用の過程である一それは
少くとも軍事安全保障供与のための実質コストを不断に上昇させる。実際に，
世界的視野に立って見れば，軍備競争の正味の結果が安全保障の漸進的な弱化
だということは議論の余地が淀いように思われる。
　国の安全保障に対する現代の挑戦の範囲は，仮想敵国の軍事カよりもはるか
に広い。ここでは，平均経済成長率の明白な，ほとんど世界的な低下や・多く
の重要原料や商品の不足の顕在化や，公害の長期的影響についての懸念の増大
や世界の富と機会のより公正かつ公平な分配に対する説得力のある要求を挙げ
ることができる。世界経済組織の相互依存性はこれらすべての要素を結びつけ
て，複雑な共働作業関係を作り出す。あらゆる証拠からみて，われわれはこれ
らの多種多様だが密接に相互に関係する諸間題を克服できるはずだが，それは，
国際協力と相互協調の拡犬が，これまで必要ないし望ましいと考えられてきた
よりも，はるかに強く追求される場合に隈られる。」
　核戦力の拡充が戦争の抑止力となるといった考えは・巨大な軍傭拡大の現状
においては単なる言い訳にすぎない。現在はその傑有自体に無隈の危険性があ
ることを認識し肢ければなら危い。しかも，軍拡が資本主義工業国ぱかりでな
く，第三世界の諸国にとっても，杜会主義諸国にとっても経済成長と開発の最
大の障害であることを思えぼ、相互不信を超えて，国際協力の拡犬と国際経済，
貿易関係のあらゆる流れの促進を通じて，これらの重複する相互依存関係を相
互利益のために発展させ，童た利用することにより，世界の経済成長と開発の
バランスのとれた持続的パターンを活性化することが望まれるのである。
2）ナショナリズムか国際主義か
ナショナリズムは決して古い概念ではない。それは民族，文化，宗教，地域
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等において統一，独立，発展を志向する近代に特有の心情，思想および運動を
総括した概念といえよう。②資本主義的産業杜会の形成はナショナリズムの生
成と高揚に大いに貢献したが，それは偏狭なシ．ヨーヴィニズムや帝国主義に移
行する要素を内蔵していた。しかL，他面産業杜会ははじめから世界市場を前
提としてその基礎を確立することができたのであって，国際間の白由た競争を
提唱することによりその意志を貫いたのである。この意味において産業杜会は
国際主義をナショナリズムの中に包み込んでいたといえる。もちろん，国際主
義も，階級や民族を趨越して存在しうるものではなく，労働の側でもかつてマ
ルクスによって国際的連帯の必要が叫ぱれたことは周知のところ。いずれにせ
よ，国際主義はコスモポリタニズムとは自ずから異なる概念なのだ。
　ところで，第二次大戦後，ナショナリズムと国際主義は，その性格を変えた
と見るべきか，どうか。明らかに国際政治の面で，国連，NAT0，IMF．．、．．、と
いった国際機関のもつ役割の増大は国際主義を大きく表面に押し出し，ナショ
ナリズムは後退したかに見える。しかし，現実は冷戦過程でみる如く，米ソの
ナショナリズムは国際主義の前に隠れてしまったわけではない。国益を無視し
た国際主義はどこにも存在しない。
　戦後の世界経済にナショナリズムと国際主義がクローズアヅプするにいたっ
た背景は，一方において帝国主義の束縛を脱した多くの開発途上諸国の出現と
その経済的自立の要求となり，他は，先進諾国の技術革新の成熟と，アメリカ
経済の稲対的後退の中から出現した多国籍企業により表面的には国際主義を標
樗Lながら国益（nationa1interest）を追求するという形をとるにいたったこ
とである。
　石油をはじめ重要資源を饒る要求から，r新国際経済秩序」樹立の提言にい
たるまで開発途上諸国は，ナショナリズムを表面に押し出して来ているが，先
進諸国は多国籍企業の活動をもってこれに対応し，生産技術の供与，長期，短
期の資金投入により相互に利益になる体制を編み出そうとする。
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　現在，国際経済で進行している統合の遇程もまた民族企業と民族資本とを相
互浸透させ，所有と支配の新しい多国籍体制に向わせることに作用している。
　S・ハイマー（Stephen　H．Hymer）は，多国籍企業が，資本・労働を国際
化していく傾向にともなって生ずる伝統的な国家権力の喪失と国際的経済政策
手段の出現を通してr国際政府」へのプロセスを描き出している。r企業が国
外に投資する場合は，資本と経営を送り出すにとどまらず，外国の資本と労働
を一つの統合された世界的規模のネットワークに組み入れるシステムを作り上
げる。多くの国の多くの企業が共同してこのネットワーク作りを大規模に行う
とき，一つの新しい世界体制が形成されていく。それらは，過去300年の間，
世界の資本主義を特徴づげた国民経済体制を完全に変革するところの相互浸透
の連動システムの中に，世界の資本と世界の労働を一体化させようとしている
のである。このプロセスは，国家の独立を減殺し，増大Lた相互俵存関係を処
理する超国家機関の形成を要求する。」；割と。そしてこのプロセスはジグザグで
あり実現には程遠いとしても，われわれの想像以上に早いテンポで進んでいる
と指摘している。たしかに，まえにも触れたように先端技術の飛躍的な発展に
もとづく国際的な通信や交流の緊密化と生産・資本の国際化や国際金融の急テ
ソポの成長をみれば，一つの世界体制への動きを肯定することはさほど困難で
はない。諸国はその経済政策について国際的相互依存の下では独自に政策立案
することが困難とたっていることも事実である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サ　　…　　ツ　　ト　先進諸国はここ数年経済政策の調整のためいわゆる首脳会談を開催してきて
いるが，国家的利害の調整を真に効果的ならLめるキメ手となるような政治力
に欠けているため，各国の利害を持ちよるだげに終っている場合が多い。とく
に第三世界や東側諸国との対応となるとその対立を際立たせている。これを解
決するものは南側たると東側たるとを間わず，まず経済協力に努カし，そのた
めに西側諸国が協調していげるよう平和を基調とする国際的な政治力の動員に
努めるべきであろう。
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　しかし，体制を超えたそのような力の結集・動員が果して可能であろうか。
それは国際政治の間題となるが，少くとも何らかのコンセソサスに達する遣は
人類共通の利益をお互いにわかち合うことに英知をしぽり，共通の基盤に立つ
事業を考えることから始めるべきであろう。その場合でも，国民国家の利害と
体制の違いは大きな障害であろう。Lかし，われわれはすでに大きな実験に入
っている。E　Cの統合がその一つであり，他は体制を超えた経済協力の実行で
ある。それは民族的，地方的自治を認めながら，国家主権を国際主義の中に包
み込んで行く過程となるであろう。だが，このような道にふさがる最大の障害
は相互依存の名の下に進められる犬国の軍拡政策なのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1982，　91　1）
注（1）磯村尚徳訳　セルウァソ・ヴユレベール「世界の挑戦」P・213。
　（2）戸田忠一訳　J・フェアウェザー「国際経営論」第4章参照。
　（3）宮崎義一編訳　S・ハイマー「多国籍企業論」P．311－312．
